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アナリティクスの本質

Teradata Magazine Japan Special Edition 

2018 は、「ビジネス成果を獲得するためのアナ

リティクス」をテーマとした。

本誌で伝えたいメッセージの一つが、「アナリ

ティクスの本質」についてである。

ビジネスにおけるデジタライゼーションの波は、

企業のアナリティクスを確実に加速させている。

しかし一方で、アナリティクスが必ずしもビジネ

ス成果として結実していない現実がある。その

理由の一つが、アナリティクスの本質が理解さ

れていないことだ。アナリティクスは分析では

ない。ましてやレポートではない。その本質は、

ビジネスへ実装し、ビジネス成果を獲得するこ

とにあると考えている。

だからこそテラデータは、お客様のビジネス課

題を見極めることからすべてを始める。あらゆる

データを使える環境を整え、新しい仮説を素早く

テストし、効果を測定する。そして、その効果を

ビジネスに展開していく。

今回テーマに沿って記事を構成していく過程で、

テラデータがアナリティクスの本質を捉えた卓越

したコンサルティングサービスと、最先端のテク

ノロジーを備えていることを改めて確信した。

本誌を通して、アナリティクスの本質、そしてそ

のポテンシャルを大いに感じていただきたい。

編集責任者

日本テラデータ株式会社 マーケティング統括部

岩本 麻樹

Editor’s Note
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すべてはビジネス成果の獲得のために
2017年、テラデータは独立10周年を迎えた。

その節目の年に代表取締役社長に就任した高橋が考える、

日本企業のアナリティクスの現状と次の10年を見据えたテラデータの取り組みとは。

お客様のデータ活用に対する
温度差を感じる

̶̶ 昨年（2017年）の社長就任からテラデータ
のお客様と接してこられて、データ活用
の現状をどう捉えていますか。

高橋：まず、お客様のCIOだけでなくCEOとも
お会いして、直接お話しをする機会を頂いてい
ます。これまで企業向けIT業界で長年ビジネ
スに携わってきましたが、CIO、CEO、役員の
皆様にお会いすることはなかなか難しいことで
した。このことから、経営層のデータ活用に対
する関心の強さを非常に感じています。
しかしながら、既にデータ活用がビジネスに新し
い価値をもたらしているというお客様から、ビジ
ネスのイノベーションに繋がるという確信が持て
ない、どう活用すればよいか分からないという
お客様まで温度差がある、というのが日本のお
客様の現状だと感じています。

̶̶ データ活用においてお客様の抱える課題
は何ですか。

高橋：データ活用の効果は、企業内あるいは企
業グループ全体で保有するデータが有機的に
統合されて、多角的な分析がされてこそ発揮さ
れます。しかし現実には、部門や事業会社毎に
在庫、売上、顧客等のデータが分断されて保
有され、共有されていないことが多いです。
テラデータの役割は、世界77カ国、1,400社以

上のお客様と実現したユースケースをもとに、
データ活用の障壁となる課題を解決しつつ、
データとアナリティクスの価値を最大化するお手
伝いをさせていただくことです。

DWHベンダーから、
クラウドベースのデータと
アナリティクスの
リーディングカンパニーへ

̶̶ お客様と話をする中で、テラデータ側の
課題、あるいは強化をしたいと感じること
はありましたか。

高橋：データウェアハウス（DWH）のベンダーと
いうイメージが根強く残っていることが課題だと
考えています。テラデータは、クラウドベースの
データとアナリティクスのリーディングカンパニーと
して、お客様のビジネスゴールに焦点をおいた
アナリティクスの活用戦略策定から、日々 のオペ
レーションで継続的に活用するためのアーキテ
クチャ設計、構築と運用管理まで包括的なサー
ビスを提供しています。
近年、私どもはデータサイエンティストや各業界
に特化したインダストリーコンサルタントなどから
構成される、ビジネス・アナリティクス・コンサル
ティングの強化を進めました。これからも、AIな
ど最新鋭のアナリティクスを提供できるよう継続
的に体制を強化していきます。
お客様には、今まで以上に、例えば顧客獲得、

顧客離反、サプライチェーン・マネジメントなど
のビジネス視点のゴールや課題について、弊社
にご相談いただきたいと考えています。

「Think Big Analytics™」と
「Teradata Everywhere™」で
お客様を支援

̶̶ テラデータの戦略とケイパビリティに
ついて説明をお願いします。

高橋：テラデータは、「Business Outcome Led, 
Technology Enabled」を戦略に据えていま
す。これは、データとアナリティクスを駆使してお
客様のビジネス課題解決、ビジネス成果獲得を
実現することを意味します。この戦略を実行す
るテラデータのケイパビリティが「Think Big 
Analytics™」と「Teradata Everywhere™」です。
Think Big Analyticsは、2018年1月に発足
したコンサルティング&サービス部門です。アナ
リティクスをビジネスで活用するための「提言＆
戦略立案」、「設計＆実装」、「最適化＆運用
管理」を包括的に提供します。ビジネス・コン
サルティング・サービスの1つとして独創的なの
は「RACE™（Rapid Analytic Consulting 
Engagement）」です。テラデータが保有する世
界中のユースケースを、知的財産として体系的に
まとめた約700の「Business Value Framework」
をもとに、お客様のビジネス目標に最適なユー
スケースを選択してカスタマイズするものです。

最短6週間ぐらいの短期間で、分析プランから
分析モデル構築、そしてそれがお客様の期待
する成果を出せるかの評価をします。
また、アナリティクスは日々 のオペレーションに組
込み、定常的に活用してこそ価値を生み続け
ることが可能になります。Think Big Analytics
は、お客様のビジネス要件に対応する分析
エコシステム・アーキテクチャを、テラデータ
の最新分析基盤であるTeradata Analytics 
Platformを中核にオープンソースやパートナー
企業のテクノロジーを含めてデザイン、構築、
その運用まで包括的なサービスを提供します。
一方、Teradata Everywhereは、テラデータ
のプロダクト戦略です。Teradata Analytics 
Platformの強化、クラウド環境の提供、サブス
クリプションライセンスによるコストの平準化、ク
ラウドとオンプレミス間でのライセンスポータビリ
ティの実現により、企業のアナリティクスへの投
資リスクを低減しています。
特にライセンスポータビリティは業界初のライセ
ンス形態で、オンプレミスとクラウドの様々な組
み合わせオプションを検討したいお客様のニー
ズに応えるものです。例えば、いったんクラウド

に置いたが、システム拡張に伴いオンプレミスに
移動したいといったニーズを抱えるお客様が、
ライセンスを買い直す必要なく自由にシステムの
設置環境を移行できます。これにより、アジャイ
ル且つスケーラブルなアナリティクス環境をご利
用いただけます。

異業種のお客様同士の
情報交換を支えていく

̶̶ テラデータがお客様に提供できる価値とし
て、どのような取り組みを考えていますか。

高橋：テラデータでは、異業種のお客様同士が情
報交換し、知見を高め合うためにヨーロッパ、日本、
中国で開催する「Teradata Universe」や米国
で開催する「Teradata Analytics Universe」
というイベントを提供しています。それとは別に、
異業種間のエグゼクティブが情報交換をする
ためのイベントを強化していくつもりです。
我々が「異業種」にこだわるのは、異業種のユー
スケースがビジネスのヒントとして大いに役に立
つケースが多いからです。昔は同業のベストプ
ラクティスを参考にすることが多かったのです
が、今は大きく変わりました。お客様は積極的に
異業種の情報を求めています。また海外事例に
も積極的に目を向けていただくようになりました。
データとアナリティクスのリーディングカンパニーと
して全世界1,400社以上との取引実績と、そこ
から得られた知見は、お客様の情報収集への

貪欲さに十分応えられるものと確信します。

お客様のトラステッド・パートナーに
なることが目標

̶̶ 最後に今後10年を見据えた長期的な目
標を聞かせてください。

高橋：2つあります。まずは、「データとアナリティ
クスでイノベーションを実現する企業」と言えば、
テラデータが真っ先に脳裏に浮かぶ、そんな会
社にしたいと考えています。
そのためにはお客様のイノベーション発生場所
であるビジネス部門からも直接お話を伺い、最
適な提案とそれを実現することに努めます。
私自身もお客様の経営トップを訪問する際に
は、過去のテラデータのサポート実績や提案内
容に対するお客様の率直な評価をお伺いしま
す。また、今後どのような提案をさせていただこ
うと考えているかをご説明し、その提案の優先
順位がお客様にとって適しているのかを確認し
てもらっています。こうすることで、お客様をより
深く理解し、お客様との信頼関係も強化できる
と考えています。
もう1つは、社員が日本テラデータで働くことに
強い誇りを感じられる企業であり続けること。そ
れは日本のお客様で先進的な成功事例がいく
つも生まれ、日本のお客様にデータとアナリティ
クスのトラステッド・パートナーとして認めていた
だけることで実現できると考えています。

日本テラデータ株式会社　代表取締役社長  高橋 倫二

テラデータは、データとアナリティクスを駆使して、
お客様の課題を解決し、ビジネス成果獲得を実現します。
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テラデータは、2018年1月にThink Big Analyticsというコンサルティング＆サービス部門を発足した。
企業のアナリティクス導入の過程を包括的にサポートする組織だ。
以下、Think Big Analyticsが提供するサービスの全貌を紹介する。

Think Big Analytics™ 
コンサルティングサービス紹介

Ve loc i ty  ＝  Speed  ＋  D i rec t ion

アナリティクス投資への不安感を払拭する「RACE™」

BVFの反復可能なユースケースを活用することで、最短6週間でビ
ジネス課題の明確化から、モデル構築、アナリティクスの価値の検証
評価までを行うメソドロジーがRACE™（Rapid Analytic Consulting 
Engagement）だ。
本格的なアナリティクスを導入するには、アナリティクスが本当にビジ
ネス価値を生むのか、自社が持つデータは足りているのかなど、様々
な懸念が存在する。RACEを採用することで、アナリティクスが生み出
す価値や自社データの過不足などの課題を短期間で検証、評価する
ことができる。
RACEを最短6週間で実施する場合の進め方を見てみよう。
最初の1週間は「構想＆準備フェーズ」だ。BVFのユースケースからお
客様のビジネス課題に適合するものを探す。ユースケースにはデータ
ソースや実施環境、さらにアルゴリズムまで実践的な知見が記載され
ているので、検証プロセスのロードマップが明確になる。次に、それ
を実施するのに適したチームを編成し、プロジェクトを開始する。この
フェーズでの成果物は、作業範囲を記述した「スコープ・ドキュメント」
と、そのスコープに基づいた「プロジェクト計画書」になる。
2週目から5週目にかけては「モデル構築フェーズ」だ。データを準備
し、モデルを開発し、インサイトを発見する。成果物は「分析結果」、「分
析モデル」、「プログラムコード」およびインサイトをまとめた「インサ
イト発見報告書」になる。
最終週の6週目は「評価フェーズ」だ。ROIを評価し、今後の計画を提
言としてまとめ、報告書を作成する。成果物は「ビジュアル化されたア
ナリティクス結果」と「プロジェクト報告書」になる。

少人数のエキスパートチームがアナリティクス成功のカギ

RACE推進にあたっては、「ポッド」と呼ばれる、役割が明確化された
エキスパートを集めた少人数のチームを複数編成する。
ポッドはインサイトポッドとデータポッドに分類される。
インサイトポッドはインサイトに対する投資と実行計画を議論するた
めのポッドで、業務毎に編成される。お客様側からは業務担当者と業
務分析担当者、テラデータからはデータサイエンティストとインダスト
リーコンサルタントが参画する。
データポッドは、分析に必要なデータを収集し、分析が可能な形式に
加工するポッドで、お客様側からはデータを理解する業務担当者、
データソース担当者、データベース管理者が、テラデータからはデー
タエンジニアと同じくデータベース管理者が参画する。

アナリティクスのトライアルは並行して複数実施する

短期間で投資判断ができることからPoCで採用されることが多いRACE
だが、アナリティクスを継続的に運用していく場合にも適している。
なぜなら、アナリティクスは100回実施して10回成功すればよいと言
われており、成果を出すためにはトライアルを繰り返すことが必要だ
からだ。つまり1回あたりの期間を短かく、更には複数のトライアルを
並行して実施できる方が効率がいい。RACEはお客様の工数負荷を少
なく実施できるため、同時並行で進めることが可能だ。
実際2年間で40以上のRACEプロジェクトを実施した事例がある。失
敗は多いが、成功がもたらす収益向上などのビジネス成果を考えれ
ば、ROIとしては充分に過ぎる実績を出している。
アナリティクスで成果を出すためのポイントは2つある。1つは、「Fail 
Fast」。早く多くの失敗をするほど、成功も早い。もう1つは結果を得
たあとの本番稼働、つまりビジネスへの実装にかかる労力を小さくす
ることだ。PoCで一度検証されていれば、実装が容易に短期間にでき
る。ビジネス実装に時間が掛かれば機会損失に繋がる可能性がある
が、それを回避できるのだ。
RACEはこの2つのポイントを満たしているため、有効に働くといえる。

エンタープライズAIの7つのビジネス・オファリング

次に、Think Big AnalyticsのAIへの取り組みを見ていこう。
日本のThink Big AnalyticsではエンタープライズAIソリューションと
して、7つのビジネス・オファリングを用意している。
① レコメンデーションエンジン
② カスタマージャーニー
③ 需要予測
④ PAM（Predictive Asset Maintenance）/IoT
⑤ コンピュータビジョン
⑥ アナリティクスの自動化
⑦ 音／音声／言語処理

Teradata Velocity™ポートフォリオ

Teradata Velocityのサービスは、「提言＆戦略立案」、「設計＆実装」
そして「最適化＆運用管理」の大きく3つのサービスカテゴリーで構
成される。アナリティクス活用のすべての段階、ソリューションの提
案から、開発、導入、そして最適化を継続的に支援するテラデータ
のサービスメニューである。

Teradata Velocityにおいては、DevOpsから発展させた「Analytics 
Ops」というアナリティクスの開発手法を用意している。それは、アナリ
ティクスの設計、実装、運用が一体となり、アジャイル的な手法を使っ
て、素早くフレキシブルにビジネス成果を獲得する。
またオンプレミスの運用サポートだけではなく、クラウドベースのアナ
リティクスサービスも提供している（Analytics-as-a-Service）。

Teradata Velocity™を差別化する
「Business Value Framework」

Teradata Velocityのサービスが、迅速に成果を上げることができるの
は、Business Value Framework（BVF）に基づくアプローチに秘訣がある。
BVFはテラデータが約40年に渡ってアナリティクスを専業としてきた
実績をもとに、ユースケースから得られた知見を体系的に蓄積したフ
レームワークであり知的財産である。
BVFは、金融、流通、製造などの業種毎に作成されており、4階層の構
造になっている。最上位の階層がビジネス機能、その下に実用的なイ
ンサイト、アナリティクスのケイパビリティ、そしてユースケースが配
置されている。
ビジネス機能とは、マーケティング、オペレーション管理、資産管理、
サプライチェーンマネジメントなどのカテゴリーに区分されている。
またユースケースは700件超にまとめられている。
インダストリーコンサルタントが、お客様とのコミュニケーションを通
して、ビジネス機能からBVFの階層を降りていくことで、お客様のビジ
ネス課題に対応するユースケースを検索できるようになっている。
ユースケースの概要には、ビジネス課題、ビジネス成果、分析するデー
タ、アナリティクスにおける課題、採用したメソドロジーと技術、成功
基準などの実践的な知見がまとめられている。お客様のビジネス課題
に適したユースケースを見つければ、課題解決とビジネス成果獲得ま
でのアプローチの概要を見通すことができるのだ。

提言＆戦略立案：
データとアナリティクスを駆使して、ビジネス成果を達成するための提言と戦
略立案。AI活用戦略やアナリティクス・ロードマップの策定もサポート。

設計＆実装：
テラデータの製品だけでなく、オープンソース（OSS）や他社製品を適材適所
に含めたテラデータのエコシステム・アーキテクチャを、エンタープライズレ
ベルの品質にまで高めた上で提供。また、分析エコシステムの基礎となるデー
タ、およびプラットフォームの設計、構築を支援。

最適化＆運用管理：
顧客のアナリティクス環境の運営を支援し、継続的にビジネスに貢献するための
サービスを提供。マネージド・サービスや最適化を支援するサービスが含まれる。

VELOCITY 

DESIGN & IMPLEMENT

設計＆実装

提言＆戦略立案
ADVISE & ARCHITECT

最適化＆運用管理
OPTIMIZE & MANAGE

Business Value Framework

Think Big Analyticsが提供するサービスは、「Teradata Velocity™」
というブランドのもとに展開さている。Velocityとは「Speed（迅速性）
+ Direction（方向性）」を意味しており、その名の通り明確なゴールを
定め、アナリティクスを駆使してそこへ素早く到達するための各種
サービスで構成される。

業務への適用ビジネス課題

RACE™
Rapid Analytics Consulting Engagement

CREATE
モデル構築

ALIGN
構成・準備

EVALUATE
評価

WEEK 2-5WEEK 1 WEEK 6

・ 過去のユースケースに基づく実践的な知見（BVF）を参考に、
   分析機会の定義から検証までをスピーディーに実行

・ アナリティクス専業ベンダーとして培った豊富なコンサルティング能力

分析プロジェクト成功に必要な体制
インサイト
ポッド

データ
ポッド

インサイト
ポッド

業務部門

意思決定／投資判断 意思決定／投資判断

お客様 Teradata

各インサイトポッド
業務担当者（SME*）
業務分析担当者

データポッド
データ SME*
データソース担当者

・データサイエンティスト
・インダストリコンサルタント

・データエンジニア／開発者
・データベース管理者（DBA）

・ インサイトポッドが業務部門と 直接やり取りを
行い、得られた 気づき（インサイト）に対する 
投資と実行計画を議論

・ 投資対効果を吟味したうえで、 投資及び実施
について経営層に 報告を行い、承認を取得

ディスカバリチームポッド

CRM
ポッド

品質保証
ポッド

調達管理
ポッド

顧客離反
ポッド

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 
MAR MAY JUL SEP NOV JAN MAR MAY JUL SEP NOV 

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 
MAR MAY JUL SEP NOV JAN MAR MAY JUL SEP NOV 

リリース1

2年間で、40以上の発見（RACEs）

ユースケース

トラディッショナル・
プロセス・モデル
• 計画され、コントロールされている
• 本番リリースまでに時間がかかる
• 2年間で1～3回のリリース
• 高いコスト
• ローリスク / ハイサクセス

アジャイルな
RACEプロセス・モデル
• 反復型の小プロジェクト
• 2年間で、40以上の発見（RACEs）
• 低いコスト
• セントラル・ディスカバリーチーム
   設置
• ハイリスク / ハイフェイル
• 新規プロジェクトの繰り返し

リリース2

リリース3

アナリティクスはアジャイル開発 ～トラディッショナル vs アジャイル

ユースケース

アナリティクスのケイパビリティ

実用的なインサイト

ビジネス機能

Legal &
Regulatory Management

Infrastructure and
Asset Management

Risk Management &
Mitigation

Supply Chain
ManagementOperations Management Security & Fraud

Product ManagementMarketing &
Customer Experience

Finance &
Performance Management

Note; *SME : 
Subject Matter Expert

Teradata Velocity™
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これらは、テラデータが日本国内で実績を積んでいるAIの活用分野で
あり、ビジネスに大きく貢献できる領域を選んでいる。
ところで「エンタープライズAI」とはどういうものだろうか。テラデータ
は、ディープラーニングなどを含む先進的な機械学習を活用し、企業
がその分析活動を通じて認知から予測、さらには判断と行動までの自
動化を目指し、大きなビジネス成果と新たな企業価値を獲得すること
としている。
さらに具体的に説明すると以下の通りになる。
人間の活動は大きく、「気付く→学ぶ→理解する→推論する→決断す
る→行動する」の6つのステップで成り立っていると説明できる。例え
ば分析によって、ある顧客が今月離反する確率を60％だと予測したと
しよう。この場合は、「気付く→学ぶ→理解する→推論する」の4つの
ステップを機械が代替した「予測分析」である。
これまでは、この結果に対するアクションを人間が決断し、行動して
いた。例えば、離反する確率が極めて高く、いずれ離反するのであれ
ば放っておこうという判断がある。逆に、是非離反しないように積極
的にフォローアップしようという判断もある。どちらの判断がより正し
いのかというのは、例えば会社がどのような局面に立っていて、売り
上げを上げる必要があるのか、あるいは利益率がより大切でコスト
をかけたくないのかといった状況により決断されることになる。AIは
そういったさらなる情報までを分析し、その決断とアクションまでを
代替する。
その最終的なゴールは、自動運転や、チャットボットなどのように、人
間が介在せずに、判断を含む一連の活動が自動的に成立することだ。

Think Big Analyticsでは、①AI戦略サービス、②AI RACE、③AI構築
サービス、④AI Analytics-as-a-Serviceの4つのAIサービスを提供
している。

データサイエンスのas-s-Serviceプログラム
「Agile Analytics Factory」
（アジャイル・アナリティクス・ファクトリー）

AI開発で大切なのは継続的な学習を重ねて、モデルの精度を向上し
ていくことである。
企業がビジネスニーズに基づいたアナリティクスの戦略立案、モデル
の開発と運用、そしてその高度化といったサイクルを回していくこと
をサポートするプログラムが、「Agile Analytics Factory」だ。多くのモ
デルを構築し、それらをメンテナンスするためには、非常に大きな
ワークロードが必要になるが、それを支援するモダンな体制や仕組
みを提供する。
AI開発の速度を飛躍的に高めるフレームワークを、テラデータでは
「AIアクセラレーター」と呼んでおり、現在2種類のAIアクセラレーター
を用意している。1つは、「AnalyticOps Accelerator」で、AIの開発・テ
スト・実装・メンテナンスを支援する汎用的なフレームワークだ。もう1
つは、「Financial Crime Accelerator」で、これはディープラーニングを
活用した、金融業界の不正検知に特化したフレームワークである。
AI開発を強力にサポートするサービスが充実している。

ハイリスクなコミットメントを実現 ‐シーメンスの事例‐

シーメンスは、スペインの鉄道会社Renfeが運行する高速列車の生
産を受注した。これは可用性保証付きのパフォーマンス契約であり、
高収益ではあるが、15分の遅延が発生した場合には乗客全員に料金
を払い戻すという、ハイリスクなコミットメントを求められるビジネス
モデルだ。
15分の遅延が許されないのであれば、故障は致命的なリスクだ。そこ
で故障の前兆を捉えて、事前にメンテナンスを実施する「予防保全」が
求められた。この実現のためには、鉄道輸送というビジネス領域のノ
ウハウと列車運行という技術背景のノウハウにデータサイエンスから
得られるインサイトを組み合わせる必要があった。
アナリティクスの成功に必要なことは、①ビジネスにフォーカスした知
見、経験および知的財産を豊富に蓄積していること、②アジャイル的
な手法で短期間のうちに同時並行的にアナリティクスを進めるための
方法論を持っていること、③データサイエンス、分析アーキテクチャや
ソリューションの開発構築、データ基盤構築の実行力である。
この3つの要素を持ち合わせ、お客様のアナリティクス実現を支援す
るサービスを体系的に備えているのが、Think Big Analyticsが提供す
るTeradata Velocityサービスの強みだ。

Teradata VelocityポートフォリオのAIサービス

1. AI戦略サービス
2. AI RACE

提言＆戦略立案

3. AI構築サービス

設計＆実装

4. AI Analytics
    -as-a-Service 

最適化＆運用管理

データサイエンスのas-a-Serviceプログラム
「Agile Analytics Factory」

ビジネス
ニーズ

アナリティクス
戦略立案と
イノベーション

継続的な学習と
精度向上

アナリティクス・
ソリューション開発

ソリューションの
反復的展開
と運用

ビジネス
成果

テラデータが提供するエンタープライズAIソリューション
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• コスト削減
• 生産性、
   効率化の向上

PAM／IoT
• コスト削減
• 顧客満足度の向上

• 自動運転の車
• 高度なナビゲーション

• 売上向上
• サプライチェーン
   最大活用

• 売上拡大
• 顧客満足度の向上

• 売上拡大
• コスト削減
• 顧客満足度の向上

• 顧客データとの
   紐付け
• 消費者からの
   クレーム理解

レコメンデーション
エンジン

カスタマー
ジャーニー

需要予測

アナリティクスの
自動化

音／音声／
言語処理

コンピュータ
ビジョン

適切な商品を
適切な顧客に
適切な時に提案

将来の販売／
需要予測

IoTデータを活用した
故障・障害予測

映像から
人や物の状態を
検出、分類、理解

既存ビジネス
プロセスの
自動化

非構造化
テキストデータの
内容の理解

新規顧客の獲得、 
クロスセル／ 
アップセルの促進、
顧客離れの回避
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住信SBIネット銀行株式会社
住信SBIネット銀行は、

AIの業務への適用範囲とビジネス効果を検証するため、

テラデータのビジネスコンサルティングを利用して、

Teradata AsterのAI分析エンジンのPoC（概念実証）を実施しました。

マーケティング部 兼 ビッグデータ部 調査役 吉田直樹氏に、

PoC実施の背景と目的、そして実施効果や

今後の方向性についてお話を伺いました。

Teradata ビジネスコンサルティング活用事例

高度なデータ利活用の企画と
推進がミッション

住信SBIネット銀行は、2017年に創業10周年を
迎えたインターネット専業のフルバンキングです。
吉田氏のミッションは、高度なデータ利活用の
企画と推進、およびデータマネジメントです。
同行が新しい取り組みを実施する際に、データ
の活用方法を検討し、マーケティング部門の実
務やIT部門の開発・運用、さらにビジネス部
門の業務変革に繋げていく橋渡し役を務めて
います。そのミッションの中には、新しい技術が
ビジネスに貢献できるかどうかの検証、および
評価をすることも含まれています。

AIを利用したデータ分析が
ビジネスに貢献できるのか

住信SBIネット銀行には日々のビジネスから生
成されるデータが大量にありますが、それらの
データをアナリティクスに活用するための整理が
できていないという課題がありました。
そこで、「データ整備とその活用」、さらには「AI
を利用したデータ分析により、なんらかのインサ
イトが得られるのか」を検証することになりました。
PoCを実施するにあたって、パートナーとして
テラデータを選んだのは、分析ツールである
Teradata Asterの存在が決め手の1つになり
ました。Teradata Asterには試したい分析機能
が多数あること、機械学習をはじめとした先端
技術が簡単に使えることなどが評価されました。

RACE™による
PoCプロジェクトの進め方と
その評価

PoCは広告データを対象として、現状広告効
果の分析、検証を行い、AIによる広告最適配
分モデルを構築して費用対効果の改善及び業
務の自動化を実証することを目的としました。
また、その進め方としてRACE™（Rapid Analytic 
Consulting Engagement）が採用されました。
RACEとは、テラデータのサービスプログラムの
１つで、個々のビジネス課題の明確化と、アナリ
ティクスから得られる価値の検証を短期間のう
ちに実施するPoCの手法です。アナリティクス
を専業としてきたテラデータの豊富なユース
ケースと知見、そして業界に精通したコンサル
ティング能力を駆使することで、最短6週間とい
う短期間でPoCを実施することができるのが特
徴です。お客様は、本格的な分析環境を構築
する前のフェーズでアナリティクスの価値を評価
できるので、分析環境への投資のリスクを低減
することができます。
PoCでの役割分担としては、住信SBIネット銀

行がデータ提供と中間・最終成果物の評価をし
ました。テラデータ側は、プロジェクトマネジメン
トとコンサルティング、データ整備や分析環境構
築といったデータエンジニアリング、そしてデー
タ分析とレポーティング作成を実施しました。

今回のPoCプロジェクトでは、週1回2時間の
定例ミーティングにて、住信SBIネット銀行とテ
ラデータの関係者が一堂に会し、ディスカッショ
ンをしながら微調整を重ねるというアジャイルな
方法で進められました。

「データの解釈や評価方法に関する食いちが
いが生じることが何度かありましたが、自社のビ
ジネスの背景やデータの内容は我々の方がよく
知っているわけですから、それは想定内のこと
であり、そのために毎週ディスカッションを行って
微調整しました。我々がテラデータに求めたの
は、データ処理や分析に関する高度なスキルと
成果物の品質でしたが、どちらも申し分ありま
せんでした」と吉田氏は振り返ります。

このように、顧客企業とテラデータが適切な役

割分担をし、密に連携しながらアジャイルなプロ
セスでPoCを進めていくことは、RACEの一つ
の特徴です。多くの場合、テラデータ側からは、
アカウント担当者、インダストリーコンサルタント、
データエンジニア、データサイエンティスト等が
PoCに関わりますが、お客様の窓口は各業界に
精通したインダストリーコンサルタントが担い、お
客様と同じ言葉、視点で共同作業にあたります。
テラデータは、アナリティクスを分析結果の提示
で終わらせるのではなく、その結果をお客様の
業務に実装することが重要と考えるため、お客
様のビジネスを理解することが欠かせません。

人間とAIの役割分担が
はっきりした

今回のPoCの目的は、広告コストの最適化に
AI技術を適用できるかどうかの見通しを得るこ
とでした。
その結果、広告コストの自動最適化にAIは有
効だが、その前提として人間とAIの適切な役
割分担が必要であることが分かりました。今後
の運用を促進するうえで、その役割分担の境
界がはっきりしたことが大きな成果でした。

「お客様にとって無駄な広告を出稿しないため
に、お客様のニーズをより正確に把握して広告
を最適化するアルゴリズムを生成する必要があ
ります。それにAIが使えそうだということが分
かりました。具体的にはどのチャネルで広告を
出すのがよいか、どのお客様にどの商品をどの
タイミングで薦めるのがよいかといった判断を
AIで自動化できるという感触を得ました。
しかし一方で、分析そのものの目的設定や、
データにどういう意味があるかという判断は人
間が行う必要があります。AIは考えることはで
きますが、感じることはまだまだできません。“あ

るものをどうとらえるか”といった人間の感覚が、
AIを活用する上で重要になると分かりました」
（吉田氏）。

AI活用の展望

PoCの結果、マーケティング分野ではAIを
様々な業務に活用できそうだと吉田氏は評価
しました。
「マーケティングオートメーションの最適化・自律
化にAIが適用できそうです。」（吉田氏）。

今後はマーケティング以外でも適用分野を見極
めながら、AIの活用を推進していくことが必要
と考えており、経営から現場業務までビジネス
の全ての部門でのAI活用について検討する
ことが必要だと吉田氏は言います。
新しい技術を取り入れ、データ活用の高度化を
進めるためには、分析モデルの構築とその評
価を迅速に行う必要があります。今回のPoC
でも回帰分析やクラスター分析など様々なアル
ゴリズムを試行しましたが、どのモデルが最適
かを判断するには試行錯誤が必要で、通常は
大きな工数が掛かります。限られたリソースの
中で、10週間という短期間のうちにPoCを実
行できたのは、Teradata Asterに様々な分析
モデルが用意されていること、またPoCを効率
的に進めるRACEの手法が有効だったと吉田
氏は評価します。

モデル構築 評価構想＆準備

ビジネス課題

Rapid Analytics Consulting Engagement

RACETM

業務への取込みWEEK 1 WEEK 2-5 WEEK 6

予測モデル アウトプット

出稿依頼

最適化 シミュレーション

予算・獲得方針

PoC取組範囲

PoC以降取組範囲

インプット

探索型データ分析

獲得結果

住信SBIネット銀行株式会社
マーケティング部 兼 ビッグデータ部　調査役
吉田 直樹 氏

住信SBIネット銀行株式会社
三井住友信託銀行とSBIホールディングスを
出資会社とするインターネット専業の銀行

URL ： www.netbk.co.jp
設立 ： 2007年

課題
・ アナリティクスを実行するための
 データ整備ができていない
・ AIの業務適用について見極めたい

ソリューション
・ Teradata Aster™
・ Rapid Analytic Consulting Engagement
 （RACE™）

導入効果
・ 分析モデルの構築・検証にかかる
 期間の短縮化とリソースの削減
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テラデータは「Teradata Everywhere™」という
4本の柱から構成される製品戦略を基に製品を開発している。
　① Analyze Anything
　② Deploy Anywhere
　③ Buy Any Way
　④ Move Anytime
ここでは、この4本の柱を解説し、この戦略が
アナリティクスを導入する企業の投資リスクを軽減する
ベネフィットを浮き彫りにする。

Teradata Everywhere™ 
製品紹介

クラウドでもオンプレミスでも要件に応じて
プラットフォームを選択可能

「Deploy Anywhere」とは、オンプレミスとクラウドの両方のデプロイ
環境で同じソフトウェアを提供することを意味する。これにより、オン
プレミスとクラウドのそれぞれのメリットを享受する、ハイブリッドク
ラウドソリューションを容易に実現することもできる。

また、クラウド上でのTeradataソフトウェアのパフォーマンスが極め
て高いことは、テラデータ社内で行われたテストで実証されている。
オンプレミスでもクラウドでも、性能やコストの差が大きくないことが
確認されている。
このことは極めて重要である。Teradataソフトウェアであれば、まずは
クラウドで迅速に開発して、次々と試していくことが可能だからだ。

Deploy Anywhereは、デプロイ環境の柔軟な選択肢を提供する。
アナリティクスのプラットフォームを現在の要件で決定し、将来的に
はビジネスニーズの変化に応じて、プラットフォームを変更させたく
なった時に、俊敏性をもって対応することができるのがベネフィット
である。
またクラウドやハイブリッドクラウドを利用することで、コスト最適化
がなされる点も特筆すべきベネフィットである。

少ない投資で始められる価格体系

「Buy Any Way」とは、お客様のIT投資スタイルの変化に合わせ、従来
のパーペチュアルライセンスだけでなく、サブスクリプション型のライ
センスを提供し、購入方法に柔軟性を提供していることを意味する。

ライセンスの種類はワークロードに応じて4種類に簡略化されてお
り、それぞれのバンドル内には、Teradata Analytics Platformの中核
的機能が全てパッケージされている。これにより製品選定の手間も削
減できる。
従来ライセンス価格を決定するためには、ユーザー数、CPU数、ノー
ド数などあらゆるワークロード指標を細かく組み合わせ計算し、これ
らの指標値が変更される都度見直しが行われていた。そのため予算
計上時は数年先のスケールを見込む必要があり、投資計画の立案を
難しいものにしていた。それに対して、サブスクリプション型のライセ
ンスでは、お客様はより小さな増分単位で追加購入することができ、
ソフトウェアの費用を業務での使用状況に合わせることが可能なた
め、投資計画時に頭を悩ませる必要がなくなるのだ。

さらにマネージドサービスであるTeradata IntelliCloudを活用すれ
ば、顧客はas-a-Serviceで、煩わしいパフォーマンス管理、セキュリティ
管理、可用性管理および変更管理から解放される。
それぞれの管理レベルも非常に高度だ。パフォーマンス管理では、パ
フォーマンス維持のため複数のインスタンス・タイプと、遅延防止の
ため複数のジオグラフィーを用意している。セキュリティ管理では
ISO27001はもちろん、SOC1，SOC2、PCI、HIPAA規格に対応、シス
テム監視とデータ暗号化を実行する。可用性管理は95％以上の可用
性を保証し、バックアップも万全に行う。変更管理ではパッチ適用は
もちろん、メジャーおよびマイナーバージョンアップとアップグレード
も提供している。
またプライベートクラウド上でも、Amazon Web Services（AWS）や
Microsoft Azureなどパブリッククラウド上でも利用可能となっている。

Buy Any Wayのベネフィットは、簡略化されたバンドルモデルのシン
プルなライセンス体系がサブスクリプション・ベースで提供されること
と、Teradata IntelliCloudのas-a-Serviceが提供されることで、財務管
理における煩わしさや無駄なコストの発生などのリスクが軽減される
ことである。

テラデータの長年の蓄積をフルに活用できる時代になった

テラデータは設立以来約40年に渡ってアナリティクスを専業とし、そ
の可能性を追究し続けてきた。近年、デジタライゼーションによる圧
倒的なデータ量の増加と、あらゆる種類のデータを収集、蓄積するこ
とが技術的にもコスト的にも可能になったことで、アナリティクスが
もたらす価値が大きくなり、多くの企業が本格的にそれに取り組み始
めている。
また、コンピューターパワーの増大に伴い、機械学習やディープラー
ニングを活用した分析モデルが実用的になり、従来困難だった分析が
可能になったため、その適用分野が一気に広がった。

扱うべきデータの形式やデータ量が飛躍的に増大し、求められるビジ
ネス要件が複雑化する現在、テラデータは、アナリティクス関連の商
用製品で全てを実現することは困難と考えている。
そこでテラデータは、データ取り込み、モデル構築、ビジネス実装、
運用・保守の全てのフェーズを包括し、一貫性のあるアナリティクスを
実行するプラットフォームとして、後述するTeradata Analytics 
Platformを中核に置きつつ、オープンソースソフトウェア（OSS）や他
社製品を適材適所に含めた、最先端のエコシステム・アーキテクチャ
を提供している。

DWHから進化した最先端アナリティクスプラットフォーム
Teradata Analytics Platform

製品戦略のTeradata Everywhere を構成する第1の柱、「Analyze 
Anything」。これは、分析ユーザーの目的や好みに応じて、世の中
に存在するあらゆる分析機能、エンジン、ツール、言語を提供し、
複数のデータ種別を活用できるような環境を提供することをコンセ
プトとしている。

テラデータはその実現のために、Teradata Database、Teradata 
Asterを含む様々な分析機能や分析エンジンの利用、多種多様な
データ種別へのアクセスを1つのサーバー上で有機的・動的に統合
したTeradata Analytics Platformの提供を開始する。1つの分析プ
ラットフォーム上に分析機能、エンジン、ツール、言語、データの
格納先が予め用意されているため、ユーザーがそれらを集めて構
成する必要がなくなる。ユーザーの構成負荷を最小限に抑えること
ができるのだ。
現在、Teradata Analytics Platformが提供を予定するものには、テ
ラデータ製品のほか、他社製品、OSSも含まれている。一例を挙げ
ると、分析エンジンとしては、SQL、グラフ、機械学習、Sparkがある。
また、Python、TensorFlowなどのディープラーニング機能にも対
応予定だ。対応する製品は継続的に拡大予定である。

Teradata Analytics Platformは、複数ノードの連携でペタバイト級
のデータ処理も可能となるスケーラビリティを持つ。大量データを
扱うためにHadoopやAmazon S3などのクラウドストレージとの接
続もサポートする。
対応している製品はOSSも含めて、バージョンアップやパッチに対
応しているので、システム運用の負荷が大幅に軽減される。
Teradata Asterは機能拡張され、新たな分析機能およびエンジン
としてTeradata Analytics Platformに実装されている。
Analyze Anythingのベネフィットは、Teradata Analytics Platformの
汎用性が極めて高く、分析プラットフォームをフレキシブルに構成で
きることである。それによって旧来からあるDWHサーバ、分析エンジ
ン、分析アプリケーションと、ディープラーニングなどの新たなエンジ
ンをエコシステムとして混在させ、それらを最適化することに役立つ。

High Speed Fabric 
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デプロイ環境の柔軟な選択肢

  

Teradata Cloud パブリッククラウド

クラウド
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オンプレミス

あらゆるプラットフォームで、同じ Teradata ソフトウェアが利用可能なため、
アプリケーションのシームレスなポータビリティが実現
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業界初のポータビリティのある
サブスクリプション・ベースのライセンス

「Move Anytime」とは、オンプレミスかクラウドかを問わず、別のプ
ラットフォームにいつでもライセンスを移行することができる、業界初
のライセンス・ポータビリティを意味する。
アナリティクスにおいては、クラウドで開発して本番環境をオンプレミス
に移行することが頻繁に行われる。この際にいちいちライセンスの移行
契約をしていては、業務運用面での俊敏性が損なわれることになる。

Move Anytimeのベネフィットは、ビジネスの進展に応じて、ライセン
スを買いなおす必要なく、自由にライセンス移行ができるようになるこ
とで、運用面での多大な俊敏性がもたらされることである。

Teradata Everywhere戦略の4本の柱を紹介してきた。これらがもたら
すベネフィットに共通することは、「顧客のアナリティクスへの投資リス
クを最小限にまで低減すること」にある。特にこれからアナリティクスを
始めようとする企業にとっては、本当に成果が出るのか不明なアナリ
ティクスに多大な投資をするのは極めてハードルが高い。
そのハードルを下げるための提案が、Teradata Everywhereなのだ。

テラデータのエコシステム・アーキテクチャを牽引する
IntelliSphere™

Teradata Analytics Platformを中核にOSSなどを組み合わせた、テ
ラデータのエコシステム・アーキテクチャを構成する重要なソフト
ウェア・ポートフォリオが「IntelliSphere™」である。これは、データの
取り込み、アクセス、展開、管理の各機能を実行するソフトウェア製
品をパッケージ化したものであり、最新バージョンの製品を使い放
題というサブスクリプション・ベースのライセンスで提供される。さ
らに、契約期間内にIntelliSphereに新たに追加された製品も使うこ
とができる。

いくつか代表的な製品を紹介しよう。
● QueryGrid：Teradata、Hadoop、Presto等を含む多様なプラットフォー
ムに対して、SQLでの透過的アクセスを実現するコネクター製品。

● Unity：複数Taradataシステム間でのクエリーのルーティングとデー
タ同期を管理するツール。ディザスタリカバリー用のレプリケーショ
ン構築が容易に行える。

● AppCenter：ブラウザ上からセルフサービスにて、分析結果の取得
やビジュアライゼーションの共有に貢献するツール。

● Data Mover：TeradataデータベースとHadoop間のデータ移動を実
現するツール。差分送信で高速化を図ることも可能。状況に応じて
使用するユーティリティーが自動的に選択されるため、運用管理者
の負荷軽減につながる。
IntelliSphereは、テラデータ製品とOSSや他社製品を適材適所に組
み合わせたエコシステム・アーキテクチャを実現しつつ、エンタープラ
イズレベルのアナリティクスを可能とするソフトウェア・パッケージで
あり、このような製品を提供できることがテラデータのユニークさであ
り、強みだと言える。

AIの本質はアナリティクス

機械学習のコードや分析ツールといった限定された領域においてAI
ソリューションを提供するベンダーは多いが、テラデータはそれだけ
で充分なAIソリューションが提供されるとは考えていない。その周辺
にあるデータ取り込み、データクレンジング、運用管理、モニタリング、
ビジュアライゼーションなどのあらゆる機能を包括的に提供すること
が重要と考える。
企業が求めるAIの本質はアナリティクスにあり、アナリティクスは単な
る分析ではなく、その結果をビジネスに実装することを含めた概念だ
とテラデータは考える。
Teradata Everywhereのコンセプトと、それを実現する製品ポートフォ
リオは、ビジネスが求めるAIの実装に貢献するものなのである。

AIを活用したアナリティクス工程を包括する 
テラデータの製品ポートフォリオ

ポータビリティのあるサブスクリプション・ベースのTeradataライセンス
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ヤフー株式会社
ヤフーは、1日の処理データ量が90テラバイトを超える巨大情報サービス企業です。

より高度な分析を簡易にできる環境を構築するために、

同社はテラデータのエコシステム・アーキテクチャを採用し、

それを構成するTeradata IntelliSphere™を世界で初めて導入しました。

ヤフーのデータ戦略とそれに適合する分析基盤について、

チーフデータオフィサー 佐々木 潔 氏にお話を伺いました。

Teradata 活用事例

データドリブンカンパニーを
目指すヤフー

ヤフー株式会社は、2018年4月に就任した代
表取締役CEO川邊健太郎氏の体制のもと、
「データドリブンカンパニー」になることを新たな
目標として掲げています。
「ヤフーは100を超えるサービスを提供していま
す。これらのサービスを通して収集されるデー
タを分析して得られるインサイトは、他社にない
強みとなっています。このようなインサイトを、誰
でもが素早く利用できるようにすることが、ヤフー
のデータ戦略の骨子です」と執行役員 データ
＆サイエンスソリューション統括本部長 チーフ
データオフィサー（CDO）佐々木氏は言います。

「例えば飲料メーカーは、年間に3,000アイテム
くらいの新商品を出しますが、そのうち定番商
品として残るのは2アイテム程度です。この状
況からも、市場調査やアンケート等からユー
ザーニーズを正確に理解することが難しいとい
うことが分かります。何が誰にどれだけ売れて
いるのかといったアフターマーケット情報だけ集
めても、半分しか分かっていないと言えます。
私たちは、消費者がある製品を買うまでに実行
した検索クエリーをログとして蓄積しているの
で、製品購入までの行動を時系列で理解する
ことができる。購入前と購入後のデータを繋げ
ることで、開発・生産・購買・物流といったサプ
ライチェーン全体に有効なインサイトを得ること
ができます」（佐々木氏）。

膨大なデータを連携しつつ
ガバナンスを確立するには
CDOが必要

ヤフーでは2017年からCDOを設置し、佐々木
氏が初代CDOに就任しました。
「それまでサービス単位で所有し個別に活用し
ていたデータを、連携して相互に利用できるよう
にする取り組みを2015年から始めました。シス
テム的な連携は進み、データ分析の環境は改
善されましたが、全社的なデータ戦略立案や、
利用ルールやガバナンスを確立するためには、
全社横断的な立場でデータを統括する役職が
必要だと分かりました」（佐々木氏）。ヤフーが
CDOを設置した背景には、このような事情が
あったのです。

分析者にとって最適な
データ環境を求めて

ヤフーのデータ戦略に最適なデータ環境とはど
のようなものでしょうか。
データサイエンティストやエンジニアだけでなく、
社員全員が日々 データに基づいたビジネス判断
をするようになることが、データドリブンカンパ
ニーとして目指す姿だと佐々木氏は言います。
「Webマーケティングにおいて離脱率や滞在時
間は相変わらず重要な指標です。ちょっとしたレ
イアウト変更やフォントの違いで、これらの値が変
化します。そこで画面を少し変えてはテストする
わけですが、デザイナーが自らクエリーを発行し

て、結果を分析できれば生産性が飛躍的に高まり
ます」と、データ＆サイエンスソリューション統括本
部 データプラットフォーム本部 遠藤氏は言います。

全社員がデータ分析を日常的にできる環境を実
現するには、必要なデータがどこにあるのかを
ユーザーが意識せずともアクセスができるように
することが重要です。そして、ユーザーが探索
的な分析、つまり自由検索ができる柔軟性と、
千単位のユーザーが同時にアクセスしても、ク
エリーのレスポンスが速いことは必須といえます。

サービス毎にバラバラに存在する
データを繋げるための考え方

ヤフーが求めるデータ環境を構築するために
は、どのような考え方が必要でしょうか。
「データソースを1つに統合するのは現実的では
ありません。ヤフーにも既にTeradata Database、
Hadoop、Cassandraなど多様なデータソース
が存在します。これらをどれか1つに統合する
のは技術的にも難しく、コストもかかります。そも
そも適材適所に導入していますので、統合する
のはむしろ弊害があります」（佐々木氏）。
しかし、データ分析の価値を上げるためには、「そ
れらのデータを有機的に繋げる必要はある」と
佐々木氏は強調します。適材適所に配置された
データソースを有機的につなぐことで、必要な
データをそのデータソースを意識することなく分析
することができる－これがまさしくテラデータの考え
るエコシステム・アーキテクチャです。「テラデータ

が提案するエコシステム・アーキテクチャを見た
時に、ヤフーにとっての理想的なアーキテクチャと
して描いていたものと基本的コンセプトが同じ
だった」とデータ＆サイエンスソリューション統括部 
データプラットフォーム本部 櫻井氏は言います。

ヤフーのニーズに適合した
Teradata IntelliSphere™

テラデータのエコシステム・アーキテクチャを構
築するために必要となる、「データ収集」、「アク
セス」、「デプロイ」、「管理」の主要機能を包括
したソフトウェア・ポートフォリオが、Teradata 
IntelliSphere™です。

Teradata IntelliSphereは、現在9種類のソ
フトウェア・コンポーネントで構成されており、そ
れらを自由に利用できます。サブスクリプション・
ベースのライセンスで提供されており、常に最
新バージョンの製品を使うことができるほか、
将来的に新しいソフトウェアがTeradata 
IntelliSphereの一部としてリリースされた場合
は、その機能をライセンス価格はそのままで利
用することができます。
ヤフーでは、Teradata QueryGridを利用し
て、ヤフーが導入している複数のTeradata 
Databaseを高速に連携すると共に、Hadoop
と他のシステムの連携に活用しています。
ヤフーの実装ロードマップにはHadoopや
その周辺システムについて、オープンソース
のクエリーエンジンであるPrestoとTeradata 
QueryGridを使った連携が含まれており、将来

的にHadoopやPrestoの接続先システムの
台数が増えても金額が変わらないという、
Teradata IntelliSphereの柔軟なライセンス体
系についても、ヤフーは高く評価しています。

「データ分析は小さく始めて、徐々に拡大して
いくため、スケーラビリティーはとても重要な要
素です。どのぐらいデータ量が増えるかを当初
に予測するのは難しいので、接続先システムの
規模が大きくなっても料金が変わらないという
IntelliSphereであれば、上限が明確なので予
算も立てやすいのです」（佐々木氏）

技術会社であり続けたいから
テラデータを選んだ

ヤフーには、技術に強い会社であり続けたいと
いうコンセプトがあります。
「自社の技術レベルを保持しつつ、自社とは違
う強みを持つテクノロジー・カンパニーとパート
ナーシップを結んで協業ができる企業でありた
い」と佐々木氏は言います。

このヤフーの想いに応えられる企業の1つとし
て選択されたのが、テラデータでした。ヤフーと
テラデータは共同開発のパートナーとして技術
提携しています。テラデータが新しいサービス
やソリューションをリリースする際には、そのプラ
ン段階からヤフーと伴に討論を重ね、ソリュー
ションの完成度を高める努力をしています。
ヤフーが世界で初めてTeradata IntelliSphere
を導入した理由も、こうした技術提携により、ヤ

フーのニーズを反映したからでした。
佐々木氏はさらにテラデータの姿勢も評価して
います。
「テラデータのことは、データウェアハウスのトップラ
ンナーと認識しており、ヤフーでもかなり昔からそ
の製品を利用してきました。しかしここ数年の取り
組みを見ていると、アナリティクスのリーディングカ
ンパニーを目指すべく、積極的な買収やソリュー
ションの拡大を実施し、ビジネス変革に取り組み
続けています。ヤフーも変わり続けなければいけ
ないという刺激をもらっています」（佐々木氏）。

日本全体が一丸となって戦える
プラットフォームを

ヤフーの掲げるデータ戦略は社内でのデータ
活用の促進に留まらず、データ分析から得られ
たインサイトを外部の企業や自治体、研究機関
などにも提供することを視野に入れています。
この戦略が具現化したものがヤフーの新プロ
ジェクト「DATA FOREST」であり、2019年の
事業化を目指して始動しました。
他の企業や組織にも、インサイトを提供する意
義について、佐々木氏はこう語ります。
「GoogleやAmazonといったグローバル企業
は、もはや日本企業が単独では対抗できないだ
けのデータ資産を持っています。しかし、日本
企業が会社の枠を越えてデータとインサイトを
共有し、一丸となって戦えば十分対抗できます。
ヤフーは日本企業が共存共栄するためのプラッ
トフォームを提供したいと考えています」

ヤフー株式会社

URL ： https://www.yahoo.co.jp/
設立 ： 1996年

※当記事は2018年1月実施のインタビューに基づいており、役職などは当時のものです。

課題
・ 複数のデータソースに存在するデータを
 利用した分析の高度化

ソリューション
・ Teradata IntelliSphere™
・ テラデータのエコシステム・アーキテクチャ

導入効果
・ 適材適所のデータソースの連携と
 分析の高度化
・ ソフトウェアのライセンス管理と
 予算管理の簡易化

ポータルサイトYahoo! JAPANをはじめとす
る、100を超えるオンラインサービスを展開
する巨大情報サービス企業。

ヤフー株式会社 執行役員  
データ＆サイエンスソリューション統括本部長 チーフデータオフィサー
佐々木 潔 氏 （中央）

ヤフー株式会社 データ＆サイエンスソリューション統括本部
データプラットフォーム本部 部長
遠藤 禎士 氏 （右）

ヤフー株式会社 データ＆サイエンスソリューション統括本部
データプラットフォーム本部 データウェアハウスチーム
櫻井 史彦 氏 （左）

Teradata IntelliSphere™ 

Ingest – 取り込み
• Teradata Data Lab
• Teradata Data Stream Extension
• Teradata Listener
• Teradata QueryGrid
• Teradata Unity

Manage – 管理
• Teradata Data Mover
• Teradata Data Stream Extension
• Teradata Ecosystem Manager
• Teradata Unity

Access – アクセス
• Teradata AppCenter
• Teradata Data Lab
• Teradata QueryGrid
• Teradata Unity

Deploy –展開
• Teradata AppCenter
• Multi-system Viewpoint

柔軟性の高い分析エコシステムを構築するために必要となる主要機能を包括する9種類のソフトウェアで構成される（2018年5月現在）
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クラウドの柔軟性を
アナリティクスで活かす
テラデータは、オンプレミスとクラウドの両方のデプロイ環境にて同じソフトウェアを提供する、

ハイブリッドクラウド・ソリューションに注力している。

クラウド上にアナリティクス基盤を構築するメリットは何か、

そのメリットを最大化するクラウド導入プロセスとはどんなものか。

コンサルタントとして数多くのクラウド導入を手掛ける大谷内 康夫が語る。

エンタープライズクラウドが
加速する

2017年は「エンタープライズクラウド元年」だった
ということができるだろう。メガバンクがITシステ
ムをパブリッククラウドへ全面的に移行すること
を発表し、これまでセキュリティ面の不安からパ
ブリッククラウド採用に消極的だった金融機関や
製造業においてもクラウド導入の機運が高まっ
ている。
企業がクラウド導入に前向きになったのは、金融
情報システムセンターが発刊する「金融機関等
コンピュータシステムの安全対策基準・解説書
（安全対策基準）」に有識者会議での議論を経
て、クラウド利用についての基準が盛り込まれた
ことが大きい。すでにテラデータがアナリティクス
プラットフォームを提供する Amazon Web 
Services（AWS）や Microsoft Azure など主要
なパブリッククラウドプロバイダーはこのFISC安
全対策基準に準拠していることを公表している。

パブリッククラウド導入で
メリットは得られるか

金融をはじめ様々な業種でパブリッククラウドに
注目が集まっている。パブリッククラウドで新たな
システムを構築する場合、オンプレミスと比較し
てメリットが多いからだ。
昨今ではデジタルトランスフォーメーションの潮流
により、IoT技術などを活用して新たなビジネス
を創出する取り組みが増えた。企業は、創出し

たビジネスを迅速に市場に投入するために、より
短期間の内にシステム構築を求められるように
なった。パブリッククラウドであれば、即時にシス
テムを構築し、ビジネスの成長やアクセスのピー
クに応じて柔軟に拡張することができる。さらに
ビジネスモデルの変更などにより、構築したシス
テムを破棄する場合にも迅速な対応ができる。
パブリッククラウドは、速いビジネスサイクルのニー
ズにマッチしているのだ。
一方既にオンプレミスでテラデータのプラット
フォームを利用し、ビッグデータやアナリティクスを
活用しているユーザーがパブリッククラウドに移
行して、メリットを享受するためには、考慮すべ
き点が3つある。
1つ目は、レイテンシ（通信の遅延時間）がオン
プレミスの環境と比較して大きくなるという点だ。
パブリッククラウドでは耐障害性のために、提供
されている複数のゾーンやリージョンにまたがっ
てサービスを構築することがある。ゾーン間や

リージョン間には物理的な距離があり、耐障害
性を向上させるとレイテンシが大きくなるというト
レードオフの関係がある。したがって、レイテン
シがシステムの性能を大きく左右するようなシス
テムの場合、充分な分析や実証実験等を実施
すべきである。
2つ目は、パブリッククラウドでは内部ネットワーク
の利用可能な帯域幅がオンプレミス環境と比較
して制限されていることである。したがって、ネッ
トワークを介して大量のデータをやりとりするよう
なシステムの場合、レイテンシの問題も関係す
るがデータ転送の遅延が大きくなる可能性があ
る。このような利用可能な帯域幅の差が、オン
プレミス環境とパブリッククラウド環境での性能
差に表れてくることがある。（下図）
3つ目は、パブリッククラウドへの移行を検討す
る際に、単にオンプレミスの現行システムをクラ
ウドに移行するだけでは必ずしもコストダウンに
はならないという点だ。この場合、コストダウンを

主たる目的とするのではなく、「リソース最適化
にもとづくコスト最適化」の観点で検討する必要
がある。

クラウド移行で直面する
「コスト」の課題を解決するために

クラウド移行で、重要な課題であるコスト面に
関しては、リソースの最適化およびダウンサイジ
ングでコストダウンになるケースが多い。例えば
オンプレミスの場合、処理のピークに合わせて
ハードウェアをサイジングするが、ピーク時以外
はリソースの無駄が生じる。これを解消するた
め、クラウドを検討する際には概念検証（PoC）
を行い、お客様が大きく依存するワークロードに
最適なシステム構成を見極め、クラウドへの移
行にともない不要となるリソースを見直すのだ。
運用コストについてもクラウド移行で大きな変化
が生まれる。自社環境で運用する必要が不要と
なるからだ。テラデータはフルマネージドサービス
であるTeradata IntelliCloudTMを提供してい
る。このサービスにより、お客様はテラデータ環境
を運用するために必要な様 な々業務から解放さ
れ、運用コスト効率をあげることができる。この
サービスは、テラデータが運用するデータセンター
（for Teradata Cloud）、パブリッククラウド、オン
プレミスの各環境向けに順次提供している。
あるグローバル消費材企業では、クラウドファー
ストの方針により、データセンターでの自社運用を
廃止する意向があった。すでにオンプレミスで運
用していたテラデータ環境と同等の性能が求め
られたため、性能の観点からデータウェアハウス
はTeradata IntelliCloud for Teradata Cloud
に、拡張性の観点からアプリケーションはパブ
リッククラウドに配置する。ハイブリッドの形態を
採用することで、性能を担保しパブリッククラウ
ドの柔軟な拡張性を活かすことができた。

また、あるグローバル・エンターテイメント企業で
は、オンプレミスからTeradata IntelliCloud 
for Teradata Cloudに移行した。本番環境の
3年間のコストは約60%増となったが、システム
全体のダウンサイジングによるコストの最適化、
開発環境の整理、ライセンス・ホスティング費用
の削減により3年の総保有コスト（TCO）でみると
約30%のコストダウンという結果となった。（下図）

クラウド導入のプロセスとは

テラデータはクラウド導入を検討されるお客様
に、以下のプロセスを推奨している。
（1）段階的な移行計画を立てる
 クラウドへの移行に関するリスク分析を充分
に行う。リスクヘッジのため、移行はスモー
ルスタート、早い段階でアプリケーションの実
証試験を行う。また、オンプレミスとパブリック
クラウドの併用計画を立て、問題があれば
すぐに戻せるようにしておく。

（2）コスト効率を分析する
 コストダウンを主たる目的としないことが重
要。初期費用だけではなく、ライセンスや
データセンターのホスティング費用も含め、
トータルでのコストを把握した上で意思決定
する。また、リソースの最適化にもできる限り
目を向ける。

（3）ビジネス・ニーズに合致したクラウドモデルを
選択する

 プラットフォームの性能差を把握し、最適な
プラットフォーム（パブリック、プライベート、ハ
イブリッド）を選択する。また、法令や業界
標準等のセキュリティ要件にも充分に注意
する。

（4）最適なアプリケーションを選定する
 独自に開発したアプリケーションは、クラウド
の環境に適合しない場合があることに留意

する。アプリケーションの移行コストも想定す
る。最初は、ミッションクリティカルでないもの
から移行する。

多様なプラットフォームと
エキスパートチームの提供により、
付加価値の高い
システム構築を支援

テラデータの最先端の分析基盤である
「Teradata Analytics Platform」は、製 品
戦略である「Teradata EverywhereTM」のコン
セプトに基づき、特定の環境に依存しないポー
タブルなライセンス体系で提供される。これによ
り、お客様が特定のベンダーにロックインされる
ことなく、将来、ビジネスニーズの変化に伴い、
環境を移行したくなった場合にも、俊敏な対応
が可能となる。長期的な視点においても、お客
様のビジネス要件に最適なデプロイ環境を提供
することができることが強みだ。クラウド移行を
ご検討の方には是非ご相談いただきたい。

T e r a d a t a   M e s s a g e   0 2

シンクビッグ・アナリティクス本部
アーキテクチャ部
エコシステム・アーキテクト

大谷内 康夫

プラットフォーム毎の性能差
性能ポイント

高パフォーマンス

・ 内部ネットワークの帯域幅
・ ストレージのI/Oスループット（含：バス）
・ CPU性能

グローバル・エンターテイメント企業
Case Study

オンブレミスからTeradata IntelliCloud for Teradata Cloudへ移行した場合のTCO

赤：コスト増　青：コスト減

インテリジェント・インターコネクトを
低速なバス（TCP/IPベースのGbE）で提供

インテリジェント・インターコネクトを
高速なバス（Infiniband）で提供

コモデティサーバの
仮想基板上で稼働

VMware

AWS、Azureで
サービスを提供

Public Cloud
（PaaS/DWaaS）

テラデータが
運営するDCで
サービスを提供

IntelliCloud
（DWaaS）

パフォーマンス型と
容量型の2種類を
用意

IntelliBase
（多用途機）

CPU、DISKを
フレキシブルに
構成可能

IntelliFlex
（ハイエンド機）

1年目 2年目 3年目 合計 備考

1.ライセンスのクレジット
2.リザーブドインスタンス

1年目に3年分の
リザーブドインスタンスの
費用上乗せ

1年目に3年分の
リザーブドインスタンスの
費用上乗せ

廃止環境

本番環境 158%

48%

▲100%

▲100%

13%

▲7%

▲100%

▲100%

̶　

13%

▲7%

▲100%

▲100%

̶　

61%

12%

▲100%

▲100%

̶　

▲32% ▲32% ▲32% ▲32%

開発環境-1

開発環境-2

データセンター関連

その他コスト削減

合計
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テラデータはパートナー企業と共に
お客様のデータとアナリティクスの活用を支援しています。

Teradata Partner Network

CERTIFIED STRATEGIC
PARTNERS

テラデータ製品、ソリューションの
販売、導入および運用サービスを提供

アクセンチュアは「ストラテジー」「コン
サルティング」「デジタル」「テクノロ
ジー」「オペレーションズ」の5つの領
域で幅広いサービスとソリューション
を提供する世界最大級の総合コンサ
ルティング企業です。40を超す業界と
あらゆる業務に対応可能な豊富な経
験と専門スキルなどの強みを生かし、
ビジネスとテクノロジーを融合させて、
お客様のハイパフォーマンス実現と、
持続可能な価値創出を支援します。www.accenture.com/jp

アクセンチュア株式会社

CERTIFIED PARTNERS

テラデータ製品、ソリューションの
導入および運用サービス、
アプリケーション開発を提供

NTTデータ・ニューソンは、2002年
よりテラデータ製品群を活用したBI、
DWHなどの高度な情報系システム
の構築や運用を多数手がけています。
2010年より「Teradata Partner 
Network Certitifed Partner」
（技術支援パートナー）として、優秀な
技術者と実戦経験に基づいたノウハ
ウにより、お客様に最適なサービスを
提供しています。

https://www.newson.co.jp

株式会社NTTデータ ニューソン

伊藤忠テクノソリューションズは、通信、
放送、製造、金融、流通・小売、公共・
公益、ライフサイエンス、科学・工学等
の全ての分野で、お客様のパートナー
となるシステムインテグレータです。先
進的なITベンダーとのリレーションに
よる確かな技術力と充実したサポート
体制でITソリューションやクラウドサー
ビスをお客様の状況に応じて組み合わ
せ、コンサルティングから設計、開発・
構築、運用・保守サポートに至る総合
的なITサービスを提供します。

http://www.ctc-g.co.jp

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社

NTTデータフォースは、横浜銀行様
の基幹システム・アウトソーシング受
託をビジネスの柱として誕生した、
NTTデータグループの一員です。
全ての面で激しく変化する社会におい
て、金融機関様の抱えるさまざまな問
題の解決や事業の発展に、情報シス
テムの構築を通じてお手伝いする「変
革パートナー」です。先見性をもった
提案を行い、チームワークを重視し、
お客様の信頼に永続的に応えます。http://www.nttdata-force.co.jp

NTTデータフォース株式会社

NTTデータは、お客さまの変革パー
トナーとして、世界50ヵ国以上でIT
サービスを提供しています。グローバ
ルな視野と、それぞれの地域、各国
のお客さまのニーズに合わせた対応
力をもって、コンサルティングからシ
ステムづくり、システムの運用に至る
まで、さまざまなサービスを最高の品
質で提供します。

http://www.nttdata.com/jp

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

JSOLは、ICTコンサルティングから
システム構築・運用までの一貫した
サービスを提供します。ICTサービス
コーディネーターとして、製造・流通・
サービス・金融・公共などさまざまな
業種のお客様のICT投資効果の最大
化に貢献します。

https://www.jsol.co.jp

株式会社JSOL

「経営の見える化」で300社の実績を
誇るJFEシステムズのBI/DWHソ
リューションKPIMart® で最適な経営
管理、管理会計、業績管理を提案しま
す。SAP®、Oracle®、Microsoft®
等のERPから業績データを自動抽出
し、複数拠点の業績情報を迅速に俯
瞰することで、グループ&グローバル
の全事業を 横断した経営判断を促進
し、M&A・事業多角化のシナジー効
果の実現を加速させます。https://www.jfe-systems.com

JFEシステムズ株式会社

SCSKは、テラデータの長年にわたる
パートナーとして、金融・流通・外食・ア
パレル・製造業・官公庁など、業種業
態を問わず、多数の導入・運用実績を
有しています。システム面の支援だけ
ではなく、データマネジメント・分析業
務の支援、データ活用支援など、導入
後のシステム活用を支援し、業務効果
を発揮するサービスを提供します。

www.scsk.jp

SCSK株式会社

システムフロンティアは、創業以来、
30年以上にわたり、一貫してお客様
のIT化戦略のパートナ企業として、シ
ステム化構想の立案から設計製造及
び運用保守まで、幅広いサービスを
提供し続けています。ビジネスを支え
る人材の教育にも注力し、次世代を
担うエンジニアの育成に努めていま
す。テラデータのパートナーとして、
「データ統合ソリューション」分野で、
数多くの企業へサービスを提供した
実績があります。

http://www.sfrontier.co.jp/

株式会社システムフロンティア

ジールは、BI分野における25年以上
の経験、900社以上の導入実績に基
づいた知見に加え、最新のAI、ビッグ
データ技術を駆使した先進的なサー
ビスを提供します。これからBIに取り
組みたいお客様から、既存の分析か
ら高度な分析へシフトしたいお客様ま
で、業務を通して獲得してきた豊富な
知識、知見を活かして、お客様の経営
課題解決を支援します。 

http://www.comco.co.jp

株式会社ジール

三菱電機インフォメーションネットワー
クは、データウェアハウス分野に25
年以上にわたり取り組んでおり、
1500社以上の導入・構築実績があ
ります。テラデータ製品を活用したシ
ステムにおいては、1999年から協業
関係のある米インフォマティカ社製品
との連携を中心に、数多くの構築・支
援の実績があります。

http://www.mind.co.jp/

三菱電機インフォメーションネットワーク株式会社

日本ユニシスグループは、時代のニー
ズに呼応したITサービスを常に提供
し、お客様の戦略パートナーとして、
幅広い分野のお客さまに対して、経
営課題の「分析」から「解決」に至るま
で一貫したサービスを提供していま
す。ビジネスモデルの多様化・業際化
が進むこれからも、「先見性」と「洞察
力」をさらに磨き、業種を越えたビジ
ネスエコシステムの中核となって、社
会課題を解決する革新的なサービス
の提供を目指します。 

https://www.unisys.co.jp

日本ユニシス株式会社

日本NCRビジネスソリューションは
製造・小売・金融・トラベルなどの各業
界で、基幹系・情報系ならびにお客様
実務に直結した業務システムを提供
するソリューションプロバイダーです。
テラデータのパートナーとして、数多
くのお客様にテラデータ製品を導入、
高い満足度を獲得しています。今後
も日本の商工業を支えるソリューショ
ンプロバイダーとして、ソフトウェア
産業の成長、日本企業の経営力強化
に貢献します。

https://www.ncr-bs.com

日本NCRビジネスソリューション株式会社

日本NCRは、1920年の設立以来、
日本初のスーパーマーケット開店の支
援、日本初のセルフレジ導入、日本初
の金融機関向け税公金セルフ収納機
ソリューションを展開と、常に時代の
先端を行くテクノロジーを駆使し、流
通・金融業界に革命をもたらし続けて
きました。これからもオムニチャネル
の実現をめざすグローバルリーダー
として、さまざまな業種において新た
な時代のニーズにあったソリューショ
ンを提供します。

https://www.ncr.co.jp

日本NCR株式会社

コムコは、情報通信システムの開発
および各種ITソリューションを提供す
る創立45周年になる「人が中心」の
システムインテグレーターです。優れ
たソリューション構築に不可欠な、優
秀な技術と高いモラル、そしてモチ
ベーションを持った「人」を育成し、お
客様に人材、能力、品質、結果（製品）
を提供します。「お客様の顧客」「お客
様の目指すゴール」など、お客様の視
点を共有し、真のパートナーとして信
頼されることを目指します。

http://www.comco.co.jp

コムコ株式会社

ビジネスコンサルティングのクニエ 
は、豊富なノウハウと実践的な方法
論、最先端のテクノロジー知識に基
づき、ビッグデータ・IoTの「戦略～
IT～活用までをワンストップ」で支援
します。

http://www.qunie.com

株式会社クニエ
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ほとんどの大手企業でAI導入に
関する検討が行われている

̶̶ AIをどう定義しますか。
津田：ビジネスの観点で定義すると「人間の知
恵に、機械の『知恵』を加えて、ビジネスをよりよ
くするもの」と言えるでしょう。
この定義からすると、ネット上の検索エンジンや
レコメンデーションエンジンは立派なAIです。
森：「人智を超えないとAIでない」という見方もあ
りますが、既に実用化が進んでいるAI技術を
眺めると、写真を見て「これはネコだ」と認知して、
それに基づいてアクションをするなど、必ずしも
人智を越えた機能ばかりではありません。今まで
人間にしかできないと思われていたことが機械で
できているのなら、AIと言っていいと思います。

̶̶ 企業のAI導入の現状について教えてく
ださい。

津田：テラデータのお客様の多くは大手企業に
なりますが、ほぼすべてのお客様でAI導入の
社内検討が進んでいます。また、本格導入前の
概念実証（PoC）も多くのお客様で行われていま
す。ただし、ビジネス上の効果が出ているのは、
まだほんの一握りです。アメリカと比較すると、日
本は2年ぐらい後追いの状況と見ています。

7つのビジネス領域で
AI活用による
ビジネス成果獲得の実績

̶̶ AIによるビジネス成果にはどのようなも
のがありますか。

津田：一例としてレコメンデーションエンジンがあ
ります。機械学習を取り入れる前からその効果
は出ていますが、機械学習を取り入れることで
大量のデータを使った複雑な分析を高速に実
行できるので、レコメンデーションの効果は確実
に上がり、機会損失を抑制し、売上増というビ
ジネス成果が出ています。レコメンデーション以
外でも金融業での不正取引の検知、製造業で
の業務の効率最適化や設備の故障・障害予
測などのユースケースにおいて、AIを採用す
ることでより大きなビジネス成果を得ています。
一方で、AIに対して過剰な期待を抱いている
場合、あるいはAIにより獲得できるビジネス成
果が具体的にイメージできないために、何も行

動を起こさない場合もあります。
テラデータは、7つの領域（図表参照）において
AI活用によるビジネス成果の獲得に日本国内
でも実績があり、その領域を重点的にサポート
しています。

費用対効果を高める「転移学習」

̶̶ AI導入の投資対効果に懸念を持つ企業
も多いと聞きます。

森：そういった懸念を持つ企業には、AI導入の
アプローチとして、「転移学習」を知ってもらうこと
が有効だと思います。これは、既に存在するモ
デルに自社が保有するデータを付け加えて学習
させ、最適化されたAIを構築する手法です。
1社で一から全てを構築すると多額の投資にな

る場合もありますが、転移学習なら開発期間を
短縮できます。また、多くの既存モデルはオー
プンソースです。結果、開発コストを削減し、投
資リスクを極小化することが可能です。
実は、AI導入が進んでいる業界では転移学
習はよく知られたアプローチです。自動運転の
研究に取り組んでいる日本テラデータのお客様
では、道路を走りながら状況認識するAIを、
既存の動画認識モデルに転移学習させて構築
しました。この事例は、日本テラデータが携わる
AI活用プロジェクトの中で、最も先進的なもの
の一つです。

アナリティクスで重要なのは、
ビジネスへの実装と
ビジネス成果の獲得

̶̶ AI導入を成功させるためには何が必要
でしょうか。

津田：まず、アナリティクスという言葉を正確に
理解する必要があります。「分析」と訳されるこ
とが多いですが、それでは分析レポートが成果
物と思われがちです。むしろ「分析工学」と訳
すべきでしょう。「分析工学」が意味するところ
は、分析して、ビジネスに実装し、ビジネス成果
を上げるところまでを包括します。AIの本質は
アナリティクスですから、AIについても同じこと
が言えます。

̶̶ 「分析工学」を成功させるために、日々
データサイエンティストとしてどのように
取り組んでいるのでしょうか。

森：私はお客様と同じイメージを共有することを
大切にしています。そのためにプロジェクトの早
い段階で、実際に動くデモを使って我々が考え
ているアナリティクスをご説明します。目に見え
ることでお客様からも有効なフィードバックがもら
えるようになります。
また、データサイエンティストだけでなく、業界を
熟知したインダストリーコンサルタントやテクノロ
ジーに精通したエンジニア、お客様をよく理解し
た営業が一体となってプロジェクト進める必要
があります。テラデータはこの体制がしっかりで
きていると感じます。

まずはビジネス課題に焦点をあてる

̶̶ AI導入の検討はどこから始めればいい
のでしょう。

津田：AIというテクノロジー起点ではなく、まず
は解決すべきビジネス課題を明確にするところ
から始めるべきです。企業におけるあらゆるテ
クノロジー導入に際して言えることですが、それ
らはすなわちビジネス課題を解決するための手
段です。ビジネス課題の解決というと、あまりに
地に足がついた話だと思われますが、その先
にビジネス成果の獲得があり、ひいてはイノベー
ションがあります。テラデータは、前述のとおり日
本国内でも7つの領域でAI活用によるビジネ
ス成果獲得の実績を上げていますので、お客
様のビジネス課題に適した領域はどれかを検
討することをお勧めしています。
森：7つの領域の1つである「アナリティクスの自
動化」、つまり業務効率化について言えば、仮
にある社員が単純作業に7割の時間を使って
いるのであれば、AIを活用することでその時
間が2割に削減され、浮いた5割をクリエイティ
ブな仕事に向けることができるようになると考え
られます。これは、ビジネス課題の解決により、
イノベーションが生まれる可能性をも示唆すると
思います。
私はよくAIを「賢くて素直な部下だと思ってくだ

さい」とご説明します。最初はようやく日本語が
分かるレベルですが、正しく学習させさえすれ
ば、素直なので誰もよりも早く賢くなりますよ、と。

AIが新たなビジネスを創出する

̶̶ 今後AIで世の中はどのように変わって
いくと考えていますか。

津田：インターネットの歴史を振り返ると、だいた
いの予想ができます。発展期にネット通販が出
てきましたが、それは従来の店舗やカタログ通
販をインターネットに置き換えたものでした。しか
し時間が経って、インターネットを当然の前提と
した新しいビジネスが生まれました。AIもこれと
同じで、今は既存の業務の改善や代替の目的
で活用されていますが、今後はAI前提でしか
考えられない新しいタイプのビジネスが生まれて
くるでしょう。
森：そういう意味で、AIに今すぐ取り組む企業
には、先行者利益がありますね。Googleも
Facebookも、早い段階でネットについて学びな
がら先行サービスを研究して、改善したのが始
まりでした。AIならではの新しいビジネスも、AI
を学びながら既存サービスを研究することで生
まれてくるのではないでしょうか。
津田：既に芽は出てきていると感じます。テラ
データも、お客様がAIを含むアナリティクスを
駆使して、イノベーションを実現するお手伝いを
していきたいと考えています。

データサイエンティストに聞いた 
「企業のAI導入成功まで」
企業がAI導入に積極的に取り組む時代になった。

AIを導入する上で大切なことは何か、先進的な取り組みをしている企業の実態はどうなのか。

約20年に渡ってアナリティクスに取り組む津田 高治と、

経済学からアナリティクスの世界に飛び込んだ森 浩太、

二人のテラデータのデータサイエンティストに聞いた。

テラデータが提供するエンタープライズAIソリューション
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• コスト削減
• 生産性、効率化の向上

PAM / IoT
• コスト削減
• 顧客満足度の向上

• 自動運転の車
• 高度なナビゲーション

• 売上向上
• サプライチェーン最大活用

• 売上拡大
• 顧客満足度の向上

• 売上拡大
• コスト削減
• 顧客満足度の向上

• 顧客データとの紐付け
• 消費者からのクレーム理解

レコメンデーション
エンジン

カスタマー
ジャーニー

需要予測

アナリティクスの
自動化

音 / 音声 /
言語処理

コンピュータ
ビジョン

適切な商品を適切な顧客に
適切な時に提案

将来の販売 / 
需要予測

IoTデータを活用した
故障・障害予測

映像から人や物の状態を
検出、分類、理解

既存ビジネスプロセス
の自動化

非構造化テキストデータ
の内容の理解

新規顧客の獲得、 
クロスセル / アップセルの促進、
顧客離れの回避

シンクビッグ・アナリティクス本部
データサイエンス・プラクティス
ジャパン・プラクティス・ディレクター
博士（経営情報学）

津田　高治

シンクビッグ・アナリティクス本部
データサイエンス・プラクティス
データ・サイエンティスト
博士（経済学）

森　浩太
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ダンスケ銀行では、AIとディープラーニングを
活用して、不正検知とその防止に対処していま
す。分析モデルは学習し続けているので、その
精度は日々 向上しています。
ダンスケ銀行では、顧客個人および銀行を標
的とした不正行為に対処しています。例えば、
国外から同行のお客様に振り込み依頼のメー
ルを送りつけるケース、ダンスケ銀行の行員の
ID取得を狙ってマルウェアを送りつけるケース
などがあります。
同行は不正検知に、LIME （Locally Interpretable 
Model-agnostic Explanations）を活用しています。
LIMEはディープラーニングモデルが不正を検
出した際に、その判断理由を理解するための
オープンソースのツールです。
ダンスケ銀行の分析チームは、クレジットカード
取引の不正取引を検知するテストプロジェクト
で、クレジットカード取引を停止する理由を説明
するためにLIMEを活用しました。
例えば、ある顧客は、eBay上で中国から商品
を購入していたが、最近はアリババを利用して

います。これは、不正取引でしょうか？ 別の例
では、ブラジルに住んでいる顧客が、今日はコ
ペンハーゲンのレストランで昼食を取り、クレジッ
トカードで清算しています。この取引は不正で
しょうか？
ここでは、行動データが重要になります。多くの
顧客は好みによるパターンというものがありま
す。そのパターンに合致していない場合には、
不正取引の可能性有として検出します。
すべてがAIで解決できるのかというと、そうで
はありません。モデルに学習させるために人の
手助けが必要です。ダンスケ銀行では、異常
検出をよりよく理解し、不正モデルを改善するた
めに、調査担当者を配置しました。
ダンスケ銀行の取り組みで特徴的なのは「チャ
ンピオン／チャレンジャー」モデル戦略です。
チャンピオンモデルとチャレンジャーモデルの両
方は常に実際のデータを使用してテストされて
います。毎日何十億ものトランザクションが発生
しているため、モデルは常に改善されています。
また、モデルのしきい値を設定し、しきい値を下

回ると、充分なデータが供給されているのかど
うか検討します。例えば、位置情報を追加する
必要があるのではないか？ATMデータを追加
すればよいのか？などです。モデルの比較は常
に行われています。チャレンジャーモデルがより
適切な場合には、チャンピオンモデルにとって
代わります。
ダンスケ銀行がこの取組で獲得したビジネス成
果は素晴らしいものです。AIとディープラーニ
ングを適用する以前は、1日に1200件の誤検
知がありました。これらはダンスケ銀行の調査
担当者によってさらに分析しなければならない
ケースであり、場合によってはインターポールの
ような外部機関に分析を依頼する場合もありま
す。適用後は誤検知が60％削減され、調査担
当者の大幅な時間短縮と実際の不正行為の
調査に時間を割くことを可能にしました。それだ
けではありません。真陽性の検出率は50％に
増加しました。ダンスケ銀行では、引き続き不正
検出の改善を行っています。

AIとディープラーニングで
高度化する不正を検知するダンスケ銀行
デンマーク最大の銀行であるダンスケ銀行は、

テラデータのコンサルティングサービス「Think Big AnalyticsTM」を活用し、

AIとディープラーニングを活用した不正検知で大きなビジネス成果を得ています。

ビデオはこちらをご覧ください。
http://blogs.teradata.com/customers/danske-bank-innovating-artificial-intelligence-deep-learning-detect-sophisticated-fraud/
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2018年10月13日（土）～ 19日（金）　

Teradata Analytics Universe 2018 のご紹介

Teradata Analytics Universe （旧Teradata PARTNERS Conference & Expo）は、
Teradataユーザー企業を主体として組織される運営委員会が企画・実行する、

ユーザーによるユーザーのためのグローバルカンファレンスです。
*2018年 イベント名を新たにし、より “次世代のアナリティクス” に焦点を当てたカンファレンスに生まれ変わります！

テラデータのグローバルパートナーであるアクセンチュア株式会社 デジタルコンサルティング本部 

及川雄揮マネジャーに、「Teradata PARTNERS Conference & Expo  2017」（以下PARTNERS）に参加

した際の印象を伺いました。及川氏の話しを元にPARTNERSの雰囲気をお伝えします。

Teradata Analytics Universe ジャパンツアー参加お申し込み受付中

多彩なユーザー事例

会期中に展開される200以上のセッ
ション。その約60％が顧客企業による
事例セッションです（2017年実績）。
ビジネスとテクニカル両方の視点から
多彩なセッションと、最新の取組事例
が紹介されます。

先進企業との個別ミーティング

世界中の先進事例の講演者、ユーザー
企業の参加者、およびテラデータの
エグゼクティブと個別に密な情報交換
ができるミーティングが可能です。
ご希望によりミーティングの設定を
お手伝いさせていただきます。

2017年 講演企業

〈 国内企業 〉
ジェーシービー／じぶん銀行／
住信SBIネット銀行／ヤフー／楽天
（企業名50音順）

〈 海外企業 〉
Citigroup ／Wells Fargo ／
General Motors ／ eBay ／ Verizon ／
Tesco ／ Boeing ／ The Coca-Cola  
他多数

ジャパンツアー日程 開催場所

https://www.teradata-jp.com/tau2018

ソリューション・プロバイダーとしての
テラデータ
及川氏はアクセンチュアで、金融業界、通信ハ
イテク業界を中心に、ビッグデータ活用によるビ
ジネス高度化をテーマとしたコンサルティングに
携わっており、Teradataをベースとしたデータ
分析基盤構築にも深い造詣があります。最近
は、AIを活用したパーソナライゼーションやバー
チャルエージェントによる顧客エンゲージメント
向上施策の立案などを手掛けています。
PARTNERSに参加した動機は、ビッグデータを
活用したデジタルマーケティング領域における最
新ソリューション動向の把握と、それを実際に活
用した企業の事例を知りたいということでした。
PARTNERSに参加したことで、テラデータへ
の印象がかなり変わったといいます。「これまで
は、テラデータのDWHのプロダクト・ベンダーと
いう側面しか知らなかった。しかし、ビジネス課
題の解決をテーマとしたセッションや、データサ
イエンスのas-a-Serviceプログラムの発表を聞
き、アナリティクス領域におけるソリューション・プ
ロバイダーとしての側面を知る事が出来ました」
（及川氏）。

顧客エンゲージメント向上に対する
オールラウンドな取り組み
及川氏は、今まで各ベンダーが提供する顧客エ
ンゲージメント向上に関するコンテンツが、「自社
のソリューションがカバーしている領域に終始」し
ているという点で、物足りなさを感じていました。
「一口に顧客エンゲージメントの向上といって
も、様々な顧客接点を使い分けながら未顧客

を顧客へとナーチャリング（育成）し、リテンショ
ンをかけつつ、ロイヤリティを向上させていくと
いう非常に幅広い取り組みが必要になります。
PARTNERSで参加した“カスタマー・ジャー
ニー・トレーニング・セッション”では、顧客エンゲー
ジメント向上の取り組みの全体像を示していた。
テラデータが特定の製品に依存せず、自社製
品から他社製品までを、顧客ニーズに合わせて
組み合わせて提供することを前提としているか
らこそ、トータルな視点で説得力のある解説が
できるのかもしれない」と及川氏は分析します。

オープンソースの先進企業が
Teradata Aster™を採用していたのが
驚きだった
実績の少ないソリューションをクライアントに推
奨することは、コンサルティング会社には難し
い場合も多い。確実なビジネス成果が求めら
れるからだ。
「クライアントからオープンソースを活用したいと
いう相談を頂戴する。そのため、国内有数の
オープンソースを活用している先進企業が今回
のPARTNERSに参加していたので、これは
密に話を聞かせてもらえるチャンスだと考えた」
と及川氏は振り返ります。 
オープンソースを活用している企業が、分析基
盤としてテラデータ製品を採用している事例は、
製品選択を考える上での大きな示唆を得たとい
います。「新しい手法や技術が次 と々登場して
いるアナリティクスは、オープンソースが最も活
躍している領域の一つ。例えば、ビッグデータ
を用いたアナリティクスには、高速分散処理の

ような高度なエンジニアリングを求められる場合
が多く、それがデータサイエンティストの分析業
務の足かせとなってしまうケースが良くあります。
Teradata Aster™はこのような問題に対する
一つの解になるのでは」と言います。

参加者同士の絆の深まりが
大きな収穫
PARTNERSでは様々なネットワーキングの場
が用意されています。「ユーザー、パートナーと
いう枠を超えて、同じ取り組みに携わっている
方 と々直接会話をし、ネットワークを構築できた
のは大きな収穫でした」と及川氏は参加メリット
を語ります。
「テラデータ製品に携わっている方でなくても、
データ活用のビジネスジャッジに関わる方には
参加する価値があるカンファレンスだ。世界の
一流企業の最新事例が集まる貴重な機会と
なっているため、極めて有益な情報が得られる
はず」と及川氏はPARTNERSを評価します。

* 2018年、PARTNERSは「Teradata Analytics Universe」に名称変更しました。

アクセンチュア株式会社
デジタルコンサルティング本部  マネジャー

及川 雄揮 氏

詳細はWebサイトをご覧いただくか、担当営業にお問合わせください。

米国ネバダ州ラスベガス

2017年 イベントレポート
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Oliver Ratzesberger
Chief Operating Officer
Teradata Corporation
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アナリティクスの将来像を示す「Sentient Enterprise」
テラデータが見ているもの

デジタルトランスフォーメーションにより、ほぼすべての企業がAI

やクラウドコンピューティングのような最先端のテクノロジーを活

用したビジネス変革を迫られている。Sentient Enterpriseはこの

変革に対応し、市場における競争優位性を確立し続けるためのフ

レームワークである。

Sentient Enterpriseは、企業がますます高度化するアナリティク

スを活用し、ビジネス成果を獲得し続けるために必要となるア

ジャイルなデータプラットフォームをコアとしている。このプラッ

トフォームの成熟化、高度化は以下の5つの段階で定義される。

各プラットフォームの特徴は下記の通り。

Sentient Enterpriseの5段階に分けられた高機能なプラット

フォームの実現には、ヒト、業務プロセス、およびテクノロジーの

変化が求められ、データとヒトのシームレスな連携が必要になる。

また、AIの未来へのビジョンであり、その完成形は、企業が大量

のデータとアルゴリズムや分析を駆使して自律的に学習し、意思

決定を行うところまで昇華されたものだ。

Sentient Enterpriseはデジタルトランスフォーメーションを実行す

るために必要となるデータとアナリティクスの青写真となるだろう。

「The Sentient Enterprise」：
Teradata Corporation Chief Operations Officerである Oliver RatzesbergerとNorthwestern University 
Kellogg School of Management のMohan Sawhney教授により共同考案されたフレームワーク。

アナリティクスを実施する上での重要なテクノ
ロジーバックボーン。伝統的な集中型データ
ウェアハウスではなく、バランスのとれた分散
型のプラットフォーム。

アジャイルな
エコシステムデータ
プラットフォーム
Agile Data Platform

1

特　徴：
● 階層化されたデータアーキテクチャと仮想データマートにより、無駄なデータ複製
を防ぎ、コラボレーションを加速

● ビジネスユーザー向けのセルフサービスプロビジョニングを強化
● ユースケースに基づく、分散配置したデータへの一元的なアクセスの実現
● 要件ありきではない、プロトタイプによるイノベーションの推進

取引履歴など従来のデータだけでなく、ヒト、
ネットワーク、デバイスから収集される行動履
歴データを分析することで、人々の行動による
複雑な相互作用を考慮したインサイトを得る
プラットフォーム。

行動データ分析
プラットフォーム

Behavioral Data Platform

2

特　徴：
● 行動データを処理するために今までの10～100倍のデータ容量に対応
● 未知の構造やコンテキストのデータに対応するアーキテクチャ
● トランザクション単体ではなく、トランザクション間のパターンや相互作用を検証可能
● ノイズからシグナルを引き出す独創性とコラボレーションを推進

クラウドベースのコラボレーション、ソーシャ
ルネットワークにより企業のアナリティクス専
門家コミュニティ全体にインサイトを共有し、
アイディア、プロジェクト、担当者のフォロー、
いいね、シェアを可能とするプラットフォーム。

コラボレーティブ・
アイディア共有
プラットフォーム

Collaborative Ideation Platform

3

特　徴：
● サイロ化、そしてアンチ・ソーシャルなアナリティクスを排除し、ベストプラクティ
スを共有

● ソーシャルメディア的なコラボレーションで、多くの人の知恵を活用
● 最も有望なデータセットの検証を促進し、得られたインサイトを採用
● インサイトの品質管理とガバナンスを利かせる「分析のための分析」

一般消費者向けアプリのロジックとシンプルさ
を活かし、アナリティクスを組み込み、パッケー
ジ化したワークフローを展開するプラットフォー
ム。ワークフローはビジネスアナリストが誰でも
利用できるセルフサービスアプリとなる。

分析アプリケーション
プラットフォーム

Analytical Application Platform

4

特　徴：
● 開発の重複を防ぐ、アプリケーションを再利用可能にパッケージ化
● 事後のデータ収集と定義ではなく、リアルタイムでデータを把握
● IT部門に依存しない、コスト不要のアプリ展開
● アプリによるインサイトの品質管理と最適化を行う「アプリ解析」

高度なアルゴリズムにより、企業が人の介入
なしに自律的、且つ「知覚的」に戦術的な決定
を行うプラットフォーム。人は戦略の立案や主
要な意思決定に重点を置くことが可能となる。

自律的意思決定
プラットフォーム

Autonomous Decisioning Platform

5

特　徴：
● 意思決定と組織機能の自動化による「知覚」の自動化
● 迅速で正確、そしてインテリジェントなアルゴリズムによる状況の把握と対応
● AIによる複雑なユースケースのより深い分析と意思決定
● 継続的なアルゴリズムの改善と最適化のための「アルゴリズム解析」



テラデータは、データとアナリティクスを駆使し、
お客様の課題を解決し、高いビジネス成果の獲得を実現します。

テラデータはクラウドベースのデータとアナリティクスの
リーディングカンパニーです

会社概要

ビジネスに継続的な価値を提供する
テラデータのアナリティクス
スモールスタートでアナリティクスから得られる価
値を検証し、それをビジネスに実装して成果を得る
ことが重要です。その後の最適化、自動化によって
アナリティクスを高度化することで、ビジネスに継
続的な価値をもたらすことが可能です。この過程に
存在する障壁と、それに対処する術をテラデータは
知っています。

Teradata CaresはDoing Good With Data™をコンセプトに、弊社のリソースを活かし、社会
に貢献していく為のCSR活動プログラムです。各地域の非営利活動団体（NPO）を対象に、
「データとアナリティクスを駆使した分析力」と「人材を活用した社員ボランティア活動」を通
じて、様々な支援を行っています。 日本テラデータでは、2015年から認定NPO法人「シャイン・
オン！キッズ」の活動を通じて病気と闘う子供たちの支援をしています。

お客様のビジネス課題はなにか
すべてはそこから始まる
テラデータは常に「お客様のビジネス課題」に焦点
をあてて、データとアナリティクスを駆使することで
課題解決に導きます。今日ビジネスが直面している
課題は、戦略的に対処することで大きなビジネス成
果を得ることができます。

Think Big Analyticsが提供するTeradata Velocityは、アナリティクス
の「提言と戦略立案」、「設計と実装」、「最適化と運用管理」を包括的
に支援するサービスポートフォリオです。お客様のパートナーとして、
迅速に最適なアナリティクスを実現します。

Teradata Everywhereは、お客様のアナリティクスへの投資リスクを
低減する4つのコンセプトを柱として構成された製品戦略です。

このコンセプトに基づいた、最先端の分析基盤がTeradata Analytics 
Platformです。これを中核とし、お客様のビジネス要件に合わせて
OSSなどを適材適所に組み合わせた、テラデータのエコシステム・
アーキテクチャを提供します。

進化させる 
Evolve

Teradata Velocity™ サービス

ビジネスに実装する
Operationalise

スモール・スタート  
Start Small

より良い
ビジネス成果を
継続的に提供する

イノベーションの障壁となるものを取り除く
テラデータのソリューション

VELOCITY 

Customer
Experience
カスタマーエクスペリエンス向上 財務改善＆業務改革

Finance
Transformation

プロダクトイノベーション

Product
Innovation

Risk
Mitigation
リスク軽減 設備資産の最適化

Asset
Optimization

オペレーション高度化

Operational
Excellence

テラデータがフォーカスする6つのビジネス課題

： 日本テラデータ株式会社

： Teradata Japan, Ltd.

： 2007年4月20日

： 2007年9月1日

： 〒107-0052 東京都港区赤坂2-23-1 アークヒルズ フロントタワー

： 代表取締役社長 高橋 倫二

： 4億9千万円

： 東京、大阪、福岡

： Teradata Corporation

社 名

英文表記

設 立

事業開始

本 社

代 表 者

資 本 金

事 業 所

親 会 社

： Teradata Corporation

： 米国オハイオ州デイトン

： 2007年3月27日

： 社長 兼 CEO Victor L. Lund

： 21億5600万ドル（2017年）

： 77ヵ国

： 1,400社以上

： 10,000人以上

： 100社以上

社 名

本 社

設 立

代 表 者

売 上 高

事業展開

顧 客 数

従業員数

パートナー

Teradata Everywhere™Think Big Analytics™ 製品コンサルティングサービス

Cross-Engine Analytic Orchestration 

High Speed Fabric 

分析言語
 

分析ツール

分析エンジン

データストレージ
 

Teradata QueryGrid™ (Data Store Access)
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Machine 
Learning
Engine

Spark
Engine*

SQL
Engine

Tensor Flow
Engine*

Custom
Engine*

Graph
Engine

S3 Data Storage*

*今後対応予定

Teradata Data Store

* * 

* * SQL Go* 

Analyze Anything 様々な分析エンジンと分析ツール、複数のデータ種別
に対応したスケーラブルな分析プラットフォーム

Deploy Anywhere テラデータクラウド、パブリッククラウド、オンプレミス
から要件に応じて柔軟に選択可能

Buy Any Way シンプルなサブスクリプション型ライセンスで、
要件に応じた柔軟な購入が可能

Move Anytime 業界初ライセンスポータビリティで
プラットフォーム間のライセンス移行を保障

Teradata Everywhere™

Think Big Analytics™

Teradata Cares  |  Doing Good with Data™

アメリカ・リージョンインターナショナル・リージョン

日本本社（東京） R&D（サンディエゴ）
本社（ディトン）

Teradata Analytics Platform
「データウェアハウス」から最先端の「アナリティクス・プラットフォーム」への進化 

日本テラデータ株式会社は、Teradata Corporationの日本法人です。
お客様に信頼されるパートナーとして、「Business Outcome Led, Technology Enabled（データとアナリティクスを駆使して、お客様の課題を解決し、
高いビジネス成果の獲得を実現する）」を推進しています。
 
お客様がビジネス成果を獲得するために、AIを含むアナリティクス活用の提言から、戦略立案、実装、そして運用管理までをエンド・トゥ・エンドで
サポートするコンサルティングサービスと、最先端のアナリティクスプラットフォームをクラウドおよびオンプレミスで提供します。
卓越したコンサルティング能力と、先進的なテクノロジー、そして豊富なユースケースを活かし、あらゆる業種のお客様のビジネスを成功へと導きます。

〈 主な活動状況 〉
● 新人研修プログラムの一環として
　 「シャイン・オン！キッズ」のボランティア活動を導入
● 社員有志が参加し、病気と闘う子供たちのために
　 クリスマスカードを作成
● 弊社主催の各種イベントに、「シャイン・オン！キッズ」の
　 認知度向上を目的としたプログラムの導入

提言＆戦略立案
ADVISE & ARCHITECT

アナリティクスとデータを
駆使してビジネス成果を獲
得するためのアドバイス

最適化＆運用管理
OPTIMIZE & MANAGE

設計＆実装
DESIGN & IMPLEMENT

ビジネス要件に応じたエコシステム・
アーキテクチャの設計＆実装

継続的な価値をビジネスに提供する
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